
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 8 0 3 0 4 0 1 4 1 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？
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指定管理料支払い回数

テニス、野球、サッカー

受付件数

日常スポーツ・レクリエーションを行なっ

ている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成１８年度から使用料の収納事務を委託してきたが、平成２６年度
から指定管理者制度を導入した。

有料公園及び広場施設（スポーツ施設）の管理運営をくにたち文化・スポーツ振興財団に指定管理者として実施し
た。
テニスコート３箇所、野球場３箇所、サッカー場１箇所

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

4 4 4
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0

0
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（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度
（決算）

2

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

環境政策課

町田孝弘

所属課生活環境部

花と緑と水の係

2

1 1

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

26

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策13　スポーツ・レクリエーションの推進

指定管理者制度の継続

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

0570570570570
09,330

市民

2 2

9,3309,3309,330
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上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

9,214
7,955
3,370

8,688
7,955
3,033

公園（スポーツ施設）運営事業

％

6,952 7,247
6,952 7,247

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

972

08,2196,95211,72112,584

体育館の受付をしている財団が指定管理者としてスポーツ施設を管理運営すること
により、休館日を除き、毎日受付でき、市民の利便性が向上している。また、維持管
理もきめ細やかかつ迅速な対応ができる。

指定管理者制度の導入

市民がスポーツ・レクレーションを楽しむことで、心身の健康増進につながる。
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人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

指定管理制度により総合体育館などスポーツ施設とともに一元的に受付事務及び維持管理を行うことで市民の利便性が向上している。さらにイン
ターネット申し込みも導入することができれば、さらに利用者数拡大が見込める。

維持 増加

市民の健康増進のため必要。民間運営では、施設利用の対価が高額であった場合、これを支払えない市民
の活動の機会が無くなる。また、大規模施設を安定的かつ継続的に保有できるのは、現実的には行政に限ら
れるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

施設の利用申し込み時にインターネット等を使用して利便性を向上させる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

インターネットを活用した予約が可能となれば、事業費を削減できる可能性があり、平日昼間に限定された抽選方法も改善見込みがあり、より公平・公
正化が図れる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

上記のように統一することにより人件費等経費を抑えることができる可能性がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

今後も指定管理者による管理運営を継続していく。また、インターネット
を活用し、さらに効率化、公平・公正化を図る。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

抽選会が平日昼間のため、その時間就労などで抽選会に参加できない利用者がいる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

指定管理者として管理運営を委託しているため。

くにたち文化・スポーツ振興財団を指定管理者として、体育館等と管理運営を統一した。

×

指定管理者への委託料の継続的な確保と電子化のための予算確保が重要。

市内で運動できる場所がなくなってしまう。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
12  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
13
会計
一般 1 0 7 1 0 1 5 6 6 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？
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39

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

事業数

参加大会数

国立市人口

事業参加者数

大会参加者数

日常スポーツ・レクリエーションを行っている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

・スポーツ振興法が昭和36年に制定され、市規則は昭和38年に制
定されたことにより体育指導委員を設置。
平成23年にスポーツ基本法に改正され、体育指導員がスポーツ推
進委員となった。
・しょうがい児地域活動促進委託は、学校五日制の実施により土曜
日にしょうがい児のスポーツ・レクリエーションの場づくりとして開始し
た。

少子・高齢社会の中で、スポーツを通して市民の健康づくりや地域社会を活性化を行っていく。事業は以下のとおり
①スポーツ推進委員会運営
②社会体育事業　（市民の健康づくりや地域社会を活性化さるため、各種スポーツ・レクリエーションプログラムを提
供する。）
③しょうがいじ地域活動促進委託　（しょうがいじの休日におけるスポーツ及び文化活動を促進する事業）
④市町村体育大会参画事業　（大会負担金・参加費負担金）
⑤体育大会派遣委託　　（国立市の代表として選手を派遣するための委託）
⑥体育協会補助・市民体育祭補助

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
1,500 1,500 1,500

0

2,120

時間

-288
1,832

-260
0

1,592

1,500

07,5007,5007,5007,500

000
1 1

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度
（決算）

50

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

生涯学習課

津田　智宏

所属課教育委員会

社会教育・体育担当

54

1 1

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
スポーツ基本法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策13　スポーツ・レクリエーションの推進

・社会体育事業の見直し及び実施　・その他26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

02,2502,2502,2502,250
09,750

市民

40

9,7509,7509,750

1,500 1,500 1,500 1,500

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

49.2

延べ業務時間

2,131
1,518
72

1,847
1,233
89

社会体育推進事業

2,596 2,368
1,872 1,518

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

128 150

02,5182,7241,9362,203
0 0 0 0

4,355 3,656 5,248 4,440

市民の健康増進や交流を図りスポーツを恒常的に行う人を増やす。

6 5 6

スポーツ推進委員会を１１回開催　・社会体育事業を13事業を開催　・体育大会参加　６大会参加
社会体育事業のうち2事業に多摩・島しょスポーツ振興事業助成金を活用した。（26年度のみ）

市民が、スポーツ・レクリエーションを楽しみ健康増進に結び付ける。

74492 74271 74303 74546

0

2005 1793 1374

347

0 0 0

223 335

52.6 53.8

0

5,2483,6564,355

788

04,440
0 0

2,690 2,790

0

0 0

人

回

人

人

（決算）（Ａ）

✔

18,13218,998

2,530

20,252

2,860

019,568

1,832

001,83200

100% 100% 91% 100% #DIV/0!
0-19,568-18,420-18,132-18,998

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
社会体育事業は、市民のスポーツをきっかけを作る場として定着しているがその後の活動の継続するためのシステムが必要である。
スポーツ基本法で、市民が主体的にスポーツが出来るように地域のスポーツクラブの設立及び市の実情に合わせたスポーツ推進計画を定めるよう
に努めなくてはならないとなっていることから今後は検討していくことが必要である。

維持 増加

スポーツ基本法の基本理念の中にスポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことが人々の権利であることを
鑑み、国民が生涯にわたりあらゆる機会と場所において、自主的・自律的に適性や健康状態に応じてスポー
ツを行うようするとなっており、地方公共団体の責務としてスポーツに関する施策を制定し実施する責務を有
するとなっていることから事業を行っている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

社会情勢の変化や市民のニーズ等変化に応じて年度計画の変更されることが求められるため成果の向上の
余地がある。
体育協会を発展させることにより加盟団体を増やしスポーツ人口を増やす。
また、加盟団体が増えることにより大会参加者を増やしていく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

総合体育館及び他の事業との統廃合及び参加者の受益者負担について検討が必要である。
市の代表として参加する参加者を増やしていく事が必要である。そのための競技団体の育成及び活動場所の確保の課題がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

社会体育事業を体育館事業に移行することにより負担の公平性により有料化できる事業がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

社会体育事業については、毎年行っている事業が多く、また、総合体育
館事業と類似の事業もあり統合・連携していくことが必要である。
体育大会の参加者を増やしていくためには、2020年の東京オリンピッ
ク・パラリンピックに向けた事業の実施や競技団体の育成が必要であり
今後は体育協会と協力して競技人口増を行っていく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

各年齢に応じた事業を行ってきたが、今後のレベルアップ等の事業については総合体育館事業に移行し有
料化し受益者負担を行っていくよう調整していく。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現状は、最低限の人員で行っているが今後、2020年オリンピック・パラリンピックに向けた事業展開や地域ス
ポーツクラブの設立・スポーツ推進計画の制定等の新たな課題もあり人員削減の余地はなく、人員増が必要
である。

総合体育館事業との類似事業について見直しを行っていく。

×

総合体育館事業との統合・連携を行うにあたりスポーツ推進委員の協力や指導者の確保等が必要である。
競技者の人口を増やすためにはスポーツを行うための場所の確保が重要であるが、現在は飽和状態であり困難な状況である。

スポーツ推進委員の責務として、地方スポーツの推進役と定義されていることから必要である。
市体育協会は、各市に設置しており国・都のスポーツ発展の担い手となっていることから廃止することは出来
ない。

○

うち委託料

スポーツ推進委員会の中で市民のスポーツ振興により有効な事業の提案を行っていくことが必要である。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
13  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
13
会計

一般 1 0 7 2 0 1 5 6 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

廃止・休止の場合、市民の利用可能な場所が総合体育館など数箇所に限定され、市民が定期的に利用でき
なくなる。

○

うち委託料

学校開放の在り方と今後について検討が必要である。また、団体の受付及び申込方法等の見直しにより業務改
善が可能である。
２７年度に体育館等の受付に予約システムを導入予定であり学校開放の受付業務についても導入予定である。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

平成１９年度より定員管理計画により職員１名減で嘱託となり、小学校開放についての受付事務等を財団に
委託し対応しており削減の余地はない。

他に統合可能な施設がないため。

×
維
持

低
下

学校教育に支障のない範囲で提供できる施設の拡充を引き続き求め
る。
また、団体の利用申し込み方法等の見直しを行っていく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

利用団体の増加の一方、提供できる施設が限られ、個人利用できる機会が減少している。今後は、団体の利
用申し込み方法等について検討する必要がある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
プール開放については、警備業法による警備業務のため研修費が必要であり、人員確保の問題から委託費の高騰が予想され今後の継続について
検討が必要である。
スポーツ施設等予約システムの導入による効率的な運営の検討が必要である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

利用者増加に伴い破損や老朽化が進んでいるため、修繕費等の支出が伴う。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

社会教育法第４４条第１項の規定により「学校（国立学校又は公立学校をいう。以下この章において同じ。）の
管理機関は、学校教育上支障がないと認める限り、その管理する学校の施設を社会教育のために利用に供
するように努めなければならない。」とされており、同法上において学校管理機関とは、大学以外については
地方公共団体に設置されている教育委員会を指している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

利用団体の増加による学校開放の在り方の検討が必要である。
第三中学校グランドに夜間照明施設を設置するので、利用者数の増が見込まれる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

小中学校の学校開放については、利用団体の増加に伴い場所の確保が問題である。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-20,606-18,175-15,885-16,062

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

0

020,606

0

18,175

✔

15,88516,062

（決算）（Ａ）

0 0

0

0 0

0

000

2,290

00
0 0

2800 18112187

0 0 0 0

86866 86525 94776

74492 74271 74303 74546

スポーツ・リクリエーションを行う場所が確保される。

48 50 43

○小学校開放事業
○中学校開放事業
○小中学校プール開放事業

市民が、スポーツ・レクリエーションを楽しみ健康増進に結び付ける。

0 0 0 0
0 0 0 0

019,10617,42515,13515,312

895 1,500

学校開放運営事業

16,530 17,606
15,783 16,876

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

14,099
13,493
1,213

14,063
13,354
1,072

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
01,500

市民

2096

750750750
0
0

000

○小学校開放事業 　○中学校開放事業　○学校プール開放事業
○第三中学校ｸﾞﾗﾝﾄﾞ照明施設設置工事　○予約システム構築事業
※平成２７年度より小学校開放受付業務を指定管理業務から分離し学校開放予算の委託費（2821千円）を計上

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策13　スポーツ・レクリエーションの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
社会教育法第44条第1項法令根拠

生涯学習課

津田　智宏

所属課教育委員会

社会教育・体育担当

2400

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度
（決算）

2484

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

01,500750750750

300時間

-2,290
0

0
0
0

1 1 1
150 150 150

0

2,290

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

学校施設の開放については、社会体育の普及並びに幼児、児童及
び生徒の安全な遊び場の確保のために、社会教育法第44条第１項
の規定に基づき、学校教育に支障のない範囲で開放し、市民の利
用に供することとなっている。
学校プールの開放については、清化園市民プールの閉鎖に伴い夏
季プールの代替として開始した。

社会体育の普及並びに幼児、児童及び生徒の安全な遊び場の確保のために、また市民のスポーツ及びレクリエー
ションの場に供するため学校施設の開放を実施している。
（１）小学校の校庭・体育館開放
総合体育館指定管理者の財団嘱託職員が担当。業務内容は①電話受付②許可書の発行③各小学校並びに利用
者との連絡調整等④生涯学習課へ受付簿の提出⑤台帳作成など
（２）中学校の校庭開放
生涯学習課が担当。業務内容は小学校開放に同じ。
（３）学校プール一般開放
夏季休業期間中に小学校３校・中学校１校の計４校で開放。民間業者へ管理運営を委託している。
（４）第三中学校夜間照明設置工事　　市民のスポーツ場所の確保のため第三中学校に夜間照明を設置する。
（５）スポーツ施設の予約システムの導入

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

学校校庭・体育館開放日数

学校プール開放日数

国立市人口

学校校庭・体育館開放利用者数

学校プール開放利用者数

日常スポーツ・レクリエーションを行っている市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

-177
2,429
2,467

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
14  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
13
会計

一般 1 0 7 3 0 1 5 7 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-6,239
-6,233

0
0
0

0
0
0
0
0

529,081
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

70
1

人口

団体利用件数

個人利用人数

日常スポーツ・レクリエーションを行っている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

昭和５０年代に市民が市内でスポーツを楽しめる施設の要望が強く
なり、それを受けて昭和５７年に設立された。

（事業の内容）体育室等の利用にあたり利用区分及び料金を設定すると共に受付や徴収を行う。施設管理を行う
（業務内容）施設に関して利用区分及び料金を設定する。
【対象施設】①体育室②プール③会議室④ステージ⑤トレーニング室
【受付等】①優先利用の受付②一般利用の受付③利用料金の徴収
（予算内訳）管理料・修繕費・工事費

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
30 30 100

350

-5,883

時間

5,883
0

0
0
0

300

01,500500150150

000

350

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

生涯学習課

津田　智宏

所属課教育委員会

社会教育・体育担当

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
くにたち市民総合体育館条例法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策13　スポーツ・レクリエーションの推進

26年度と同様であるが、予約システムの導入を予定している。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
01,500

市民　他

500150150

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

129,826
129,575

0

145,422
145,180

0

総合体育館管理運営事業

％

139,189 125,498
138,941 125,218

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

0 0

0125,498139,189145,422129,826
0 0 0 0
0 0 0 0

スポーツ・レクリエーション活動の場が確保されている。

くにたち文化・スポーツ振興財団が指定管理者として管理運営を行っている。
施設利用者の受付、利用料の徴収　　団体貸出数　2,127団体・個人利用者数　65,556人
8月1日から12月12日まで全館閉鎖し耐震及び設備更新工事を行った。

市民が、スポーツ・レクリエーションを楽しみ健康増進に結びつける。

74492 74271 74303 74546

0

3247 3132 2127

110201

0 0 0

114060 65556

0

529,08100

-6,233

00
0 0

0 0

0

529,081 0

人

件

人

（決算）（Ａ）

✔

145,572129,976

0

668,770

0

0126,998

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-126,998-668,770-145,572-129,976

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

類似施設が無いため今後も改修工事等を行う時の対応、市民の運動場所の確保が課題である。

維持 増加

市で設置した施設であり市民が利用するため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

市民のスポーツ・レクリエーションを行う場の確保となっている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

市民のスポーツ・レクリエーションの場として、廃止は出来ない。

今年度より施設の利用者の利便性を図るため他の施設を含めて予約システムの導入を予定しており構築作業等により事務量の増加が考えられる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

竣工から３０年以上経過し、施設及び設備の経年劣化が著しいことから維持管理費は増加傾向にある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

市民のスポーツレクリエーションの場として利用されている。
グリーンパスの見直しにより利用者負担の適正が図られた。
中長期的計画に基づく必要な改修が必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

平成25年度にグリーパスの有料化を実施し適正化を図っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

指定管理者が施設管理しており協定により決定しているため。

類似施設が市内にない。

×

予約システム導入するうえでの利用者の理解と協力が必要である。

市民がスポーツ・レクリエーションを行う場が減少してしまう。

○

うち委託料

施設予約システムの導入により公平性の確保及び業務改善が可能である。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
15  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
13
会計

一般 1 0 7 3 0 1 5 7 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

haaku 

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0

2,080
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

自主事業実施回数

国立市人口

自主事業実施回数

参加者数

日常スポーツ・レクリエーションを行っている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

くにたち文化・スポーツ振興財団は、「市民が自ら行う文化及びス
ポーツの諸活動の育成と、豊かな発展を積極的に援助し、あわせて
施設のより効率的な運営を市民サービスの向上を図る」ことが目的と
なって昭和６２年７月に設立され、総合体育館等の管理運営及び事
業を行ってきている。
このために、総合体育館自主事業に補助金を交付している。

総合体育館自主事業に対し、補助金を交付する。
平成27年度予算8,863千円

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
10 10 10

0

2,080

時間

-2,080
0

0
0

2,080

10

050505050

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度
（決算）

46

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

生涯学習課

津田　智宏

所属課教育委員会

社会教育・体育担当

44

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
くにたち文化・スポーツ振興財団に対する助成に関する条例法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策13　スポーツ・レクリエーションの推進

26年度同様に各種スポーツ及びレクリエーション事業を実施する。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
050

①全市民対象
②体育館利用者

42

505050

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

0
0
0

0
0
0

財団自主事業（総合体育館）支援事業

0 0
0 0

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

0 0

00000
0 0 0 0

5,800 6,800 8,880 8,863

幼児から高齢者まですべての市民の体力づくりと健康づくりを取り組み、健康増進を
図り、地域社会の発展と豊かな市民生活の形成に寄与する。

・事業費　市からの補助金（8,880千円）＋事業費
・体育館自主・共催事業　42事業　延19,870人参加 平成２６年度は、総合体育館の耐震等改修工事があり事業及び参加者が減となっている。
・テニスコート等屋外有料公園施設の指定管理者として管理運営を行うことに伴い、施設利用した事業を３日間開催した。

市民が、スポーツ・レクリエーションを楽しみ健康増進に結び付ける。

74492 74271 74303 74546

0

46 44 42

24887

0 0 0

24040 19870

0

8,8806,8005,800

0

08,863
0 0

0 0

0

0 0

（決算）（Ａ）

✔

6,8505,850

0

8,930

0

08,913

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-8,913-8,930-6,850-5,850

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

市民の求めている事業の展開が必要である。

維持 増加

市民のスポーツ及びリクリエーションの普及振興を図り、健康で文化的な市民生活に寄与している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

実施事業については、市民ニーズを把握することにより、サービスの向上が図れる。
有料公園施設を利用した事業を開催する余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

市民・体育館利用者誰もが参加できるように事業展開をしていく必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業参加者の参加費負担を検討することにより、収入を増やすことで削減できる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

市民ニーズの把握によりサービスの向上を図る必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

市民が誰でも参加できる事業であるため公正である。市民が誰でも参加できる事業であるため公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人件費で行っているため、削減の余地はない。

×

市民の健康増進のため有効事業の把握が必要である。
また、事業の周知方法の検討がある。

市民のスポーツ・レクリエーションの機会を奪うこととなる。

○

うち委託料

市民のニーズを把握しより有効な事業を行っていくことにより参加率を高める。 向
上


